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はじめに 

 

 国内の石油製品需要の減少を背景として、過疎化やそれに伴う人手不足等により、給油取

扱所の数が減少し、自家用車や農業機械等への給油、移動手段を持たない高齢者への灯油配

送などに支障を来す、いわゆる「SS 過疎地問題」が、地域住民の生活環境の維持及び防災

上の観点から、全国的な課題となっています。 

 

 平成 30 年７月に閣議決定された「エネルギー基本計画」等においては、AI・IoT 等の新

たな技術を活用し、人手不足の克服、安全かつ効率的な事業運営や新たなサービスの創出を

可能とするため、安全確保を前提とした規制のあり方について検討することが求められて

います。また、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和元年 12月閣議決定）にお

いては、過疎地域等での給油所の撤退等を踏まえ、必要な生活サービス機能を維持・確保す

るため、「小さな拠点」の形成を促進することとされています。 

 

 このような状況を踏まえ、消防庁において、過疎地域等の地域特性や最近の技術動向等を

踏まえ、新しい燃料供給インフラの安全対策のあり方に係る検討を行うことを目的に、令和

元年５月、「過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安全対策のあり方に関す

る検討会」を開催しました。 

 

 令和元年度の検討では、過疎地域を抱える自治体や給油取扱所関連の事業者団体等から

示された要望事項等を基に検討課題を抽出するとともに、危険物保安上の観点から、対応の

進め方について技術的整理を行い、「セルフ給油取扱所におけるタブレット端末等の給油許

可」及び「屋外での物品販売等」については、技術基準を見直し及び運用等を整理しました。

また、過疎地域等における燃料供給インフラ維持の観点から、各検討課題の位置づけを整理

し、危険物保安上の基本的な考え方をとりまとめるとともに、令和２年度に向けた検討の進

め方等についてとりまとめました。 

 

 令和２年度の検討では、令和元年度に抽出した諸課題について、効率的・効果的に検討を

進めていくことができるよう再整理したうえ、また、安全対策の技術的な検討を集中的・専

門的に行うため、技術ワーキンググループ（以下「技術ＷＧ」という。）を本検討会（親会）

の下に設置し、検討を重ねてきました。 

 

 その成果として、営業時間外におけるスペース活用、セルフ給油取扱所におけるＡＩ等に

よる給油許可監視支援、屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和、地上タンク等を設置する

給油取扱所及び移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備を接続した給油取扱所の検討課題につ

いて、技術的な方策を整理し、提言としてとりまとめました。 

 一方、本検討会の開催中には具体的な方策のとりまとめに至らず、実証及び引き続きの議

論を必要とする課題もあり、これらについては、論点を整理し、一定の方向性を示しました。 
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なお、本報告書は現時点における諸条件を基にとりまとめたものですが、カーボンニュー

トラルに向けた動きが本格化していく中で、給油取扱所のあり方も依然として過渡期にあ

ると考えられるところです。今後のエネルギー政策や過疎地対策等、給油取扱所を取り巻く

環境の変化等も見据えた上で、中長期的な視点から適時必要な検討を行っていくことが重

要であると考えます。 

 

 本報告書をとりまとめるに当たり、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行による未

曽有の危機に直面し、様々な対応に奔走し、また、難しい判断を迫られる局面の中、御多忙

にもかかわらず、本検討会に積極的に御参加いただき、貴重な御意見及び多大なる御尽力を

賜りました委員・オブザーバーの皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

令和３年３月 

 

過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた 

安全対策のあり方に関する検討会 

  座長 吉井 博明 
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第１章 検討の概要 

 

１ 検討の背景・趣旨 

  国内の石油製品需要の減少を背景として、過疎化や、それに伴う人手不足等により、給

油取扱所（ガソリンスタンド）の数が減少し、自家用車や農業機械等への給油、移動手段

を持たない高齢者への灯油配送などに支障を来す地域が増加している。このような状況

を踏まえ、エネルギー基本計画（平成 30 年７月３日閣議決定）等において、AI・IoT 等

の新たな技術を活用し、人手不足の克服、安全かつ効率的な事業運営や新たなサービスの

創出を可能とするため、安全確保を前提とした規制のあり方について検討することが求

められている。 

  また、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和元年 12月 20日閣議決定）に

おいて、人口減少や高齢化が著しい地域での給油所の撤退等を踏まえ、各種生活サービス

機能が一定のエリアに集約され、集落生活圏内外をつなぐ交通ネットワークが確保され

た拠点である「小さな拠点」の形成を促進することとされている。 

  このため、過疎地域等の地域特性や最近の技術動向等を踏まえ、給油取扱所における安

全対策のあり方について検討を行うものである。 

 

２ 検討項目 

（１）石油製品流通網の維持策における安全対策のあり方に関する事項 

（２）給油取扱所における AI・IoT等の新技術を活用した安全対策のあり方に関する事項 

 

３ 検討体制 

  「過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安全対策のあり方に関する検

討会」を開催するとともに、技術的な検討をより必要とする課題については「過疎地域等

における燃料供給インフラの維持に向けた安全対策のあり方に関する検討会技術ワーキ

ンググループ」を令和２年度から設置し検討を行った。検討会及び技術ワーキンググルー

プの委員等は表１から表３のとおりである。 

 

４ 検討会の経過 

（１）令和和元年度検討会 

   第１回 令和元年５月 22 日 

   第２回 令和元年８月１日 

   第３回 令和元年 10月９日 

   第４回 令和元年 12月 26 日 

   第５回 令和２年２月 13 日 

（２）令和２年度検討会 

   第１回 令和２年７月 22 日（書面審議） 

   第２回 令和２年 12月 22 日 
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   第３回 令和３年３月 16 日 

（３）技術ワーキンググループ 

   第１回 令和２年８月 27 日 

   第２回 令和２年 11月 27 日 

   第３回 令和３年３月４日 
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表１ 過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安全対策の 

あり方に関する検討会委員等（令和元年度） 

座 長 吉井 博明 東京経済大学 名誉教授 

（以下、五十音順） 

委 員 伊藤 晃 浜松市消防局 予防課長 

委 員 伊藤 要 東京消防庁 予防部 危険物課長 

委 員 小笠原 雄二 危険物保安技術協会 業務部長 

委 員 小川 晶 川崎市消防局 予防部 危険物課長 

委 員 佐藤 義信 
全国石油商業組合連合会 

副会長 SS経営革新・次世代部会長 

委 員 清水 秀樹 石油連盟 給油所技術専門委員長 

委 員 清水 秀樹 長野県下伊那郡売木村 村長 

委 員 田所 淳一 一般社団法人 電子情報技術産業協会 

委 員 沼尾 波子 東洋大学 国際学部国際地域学科 教授 

委 員 平野 祐子 主婦連合会 副会長 

委 員 松井 晶範 一般財団法人 全国危険物安全協会 理事兼業務部長 

委 員 三宅 淳巳 
横浜国立大学 先端科学高等研究院 

副高等研究院長・教授 

委 員 
森泉 直丈 

（元野木 卓※１） 
日本ガソリン計量機工業会 事務局 幹事 

※１ 令和元年度第１回から第２回まで 

 

オブザーバー 西村 英治（※２） 全国農業協同組合連合会 総合エネルギー部 石油課長 

オブザーバー 梶 元伸 総務省 自治行政局 地域自立応援課 過疎対策室長 

オブザーバー 松浦 哲哉 経済産業省 資源エネルギー庁 石油流通課長 

オブザーバー 渡辺 英樹 国土交通省 国土政策局 地方振興課 課長補佐 

※２ 令和元年度第４回から第５回まで 

 

事 務 局 渡辺 剛英 消防庁危険物保安室長 

事 務 局 竹本 吉利 消防庁危険物保安室 課長補佐 

事 務 局 羽田野 龍一 消防庁危険物保安室 危険物施設係長 

事 務 局 黒川 忠人 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

事 務 局 木下 彰 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

事 務 局 河野 裕充 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

  

（敬称略） 
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表２ 過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安全対策の 

あり方に関する検討会委員等（令和２年度） 

座 長 吉井 博明 東京経済大学 名誉教授 

（以下、五十音順） 

委 員 小笠原 雄二 危険物保安技術協会 業務部長 

委 員 小川 晶 川崎市消防局 予防部 危険物課長 

委 員 加藤 正樹 浜松市消防局 予防課長 

委 員 佐藤 義信 
全国石油商業組合連合会 

副会長 SS経営革新・次世代部会長 

委 員 清水 秀樹 石油連盟 給油所技術専門委員長 

委 員 清水 秀樹 長野県下伊那郡売木村 村長 

委 員 鶴田 俊 
秋田県立大学 

システム科学技術学部機械工学科長・機械知能システム学専攻長 

委 員 沼尾 波子 東洋大学 国際学部国際地域学科 教授 

委 員 長谷川 清美 東京消防庁 予防部 危険物課長 

委 員 平野 祐子 主婦連合会 副会長 

委 員 松井 晶範 一般財団法人 全国危険物安全協会 理事兼業務部長 

委 員 松尾 達宏 一般社団法人 電子情報技術産業協会 

委 員 三宅 淳巳 
横浜国立大学 先端科学高等研究院 

副高等研究院長・教授 

委 員 森泉 直丈 日本ガソリン計量機工業会 事務局 幹事 

 

オブザーバー 梶 元伸 総務省 自治行政局 地域自立応援課 過疎対策室長 

オブザーバー 松浦 哲哉 経済産業省 資源エネルギー庁 石油流通課長 

オブザーバー 渡辺 英樹 国土交通省 国土政策局 地方振興課 課長補佐 

 

事 務 局 渡辺 剛英 消防庁危険物保安室長 

事 務 局 齋藤 健一 消防庁危険物保安室 課長補佐 

事 務 局 
蔭山 享佑 

羽田野 龍一（※１） 
消防庁危険物保安室 危険物施設係長 

事 務 局 木下 彰 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

事 務 局 黒川 忠人 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

事 務 局 長岡 史紘 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

※１ 令和２年度第１回まで 

  

（敬称略） 
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表３ 過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安全対策の 

あり方に関する検討会技術ワーキンググループ委員等 

座 長 三宅 淳巳 
横浜国立大学 先端科学高等研究院 

副高等研究院長・教授 

（以下、五十音順） 

委 員 小笠原 雄二 危険物保安技術協会 業務部長 

委 員 小川 晶 川崎市消防局 予防部 危険物課長 

委 員 金城 喜美彦 日本ＳＦ二重殻タンク協会 

委 員 佐藤 義信 
全国石油商業組合連合会 

副会長 SS経営革新・次世代部会長 

委 員 清水 秀樹 石油連盟 給油所技術専門委員長 

委 員 谷内 恒平 一般社団法人 日本産業機械工業会 

委 員 鶴田 俊 
秋田県立大学 

システム科学技術学部機械工学科長・機械知能システム学専攻長 

委 員 森泉 直丈 日本ガソリン計量機工業会 事務局 幹事 

 

オブザーバー 清水 陽一郎 石油連盟 給油所技術専門委員会副委員長 

オブザーバー 松浦 哲哉 経済産業省 資源エネルギー庁 石油流通課長 

 

事 務 局 渡辺 剛英 消防庁危険物保安室長 

事 務 局 齋藤 健一 消防庁危険物保安室 課長補佐 

事 務 局 
蔭山 享佑 

羽田野 龍一（※１） 
消防庁危険物保安室 危険物施設係長 

事 務 局 木下 彰 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

事 務 局 黒川 忠人 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

事 務 局 長岡 史紘 消防庁危険物保安室 危険物施設係 

※１ 第１回まで 

 

 

  

（敬称略） 
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第２章 令和元年度における検討の概要 

  令和元年度の検討では、過疎地域を抱える自治体や給油取扱所関連の事業者団体等か

ら示された要望事項等を基に検討課題を抽出するとともに、危険物保安上の観点から、対

応の進め方について技術的整理を行い、「セルフ給油取扱所におけるタブレット端末等の

給油許可」及び「屋外での物品販売等」については、技術基準を見直し及び運用等を整理

しました。また、過疎地域等における燃料供給インフラ維持の観点から、各検討課題の位

置づけを整理し、危険物保安上の基本的な考え方をとりまとめるとともに、令和２年度に

向けた検討の進め方等についてとりまとめました。 

 

１ 過疎地域等における燃料供給インフラを取り巻く状況等 

 

（１）給油取扱所の現況 

   営業用の給油取扱所（サービスステーション。以下「SS」という。）の施設数は、55,656

（平成 11年）から 31,358（平成 30年）まで減少し（図１）、ガソリンや灯油等の販売

量も減少傾向で推移し、今後も減少傾向が継続すると見込まれている（図２）。 

   このうち、ガソリンは自動車以外にも農業機械等の燃料としての需要も多く、今後も

一定の需要の継続が見込まれる。また、灯油は暖房のほか給湯ボイラーの燃料にも用い

られ、寒冷地や中山間地での需要も多い。そのため、引き続き石油製品は国民生活に必

要不可欠であり、地域において、SS を中心とする燃料供給インフラの維持が必要であ

る。 

   しかしながら、全国的な SS数の減少に伴い、「SS過疎地」（SS数が３以下の市町村を

いう。以下同じ。）が増加している。SS過疎地においては、SSの維持に必要な事業の採

算性の確保が困難で、石油元売会社や燃料供給事業者による従来の対応だけでは限界

があり、今後、更に SS過疎地が拡大し、燃料の安定供給に支障が生じ、地域の衰退に

繋がることが懸念される。特に中山間地や高齢化の進む地域等において、燃料供給イン

フラの維持は、喫緊の課題である。このような状況下において、自家用車や農業機械へ

の給油、移動手段を持たない高齢者への灯油配送などに支障を来す、いわゆる「SS 過

疎地問題」が、地域住民の生活環境の維持及び防災上の観点から、全国的な課題となっ

ている。 
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（２）給油取扱所の減少等を踏まえた関連の政府方針 

   平成 30 年７月に閣議決定された「エネルギー基本計画」において、AI・IoT 等の新

たな技術を活用し、人手不足の克服、安全かつ効率的な事業運営や新たなサービスの創

出を可能とするため、安全確保を前提としつつ、関連規制のあり方についての検討が求

められている。 

   また、令和元年 12 月に閣議決定された第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

において、人口減少や高齢化が著しい地域での給油所の撤退等を踏まえ、必要な生活サ

ービス機能を維持・確保するため、地域住民自らによる主体的な地域の将来プランを作

成し、地域運営組織の形成を促すとともに「小さな拠点」の形成を促進することが示さ

れている。 

 

（３）関係省庁におけるこれまでの主な取組み 

   過疎地域等の燃料供給インフラの維持に向けた取組みとして、経済産業省資源エネ

ルギー庁を中心とした「SS 過疎地対策協議会」において、SS過疎地対策の必要性の発

信、持続可能な供給体制構築のための相談窓口の設置などが進められており、平成 28

年には、「SS過疎地対策ハンドブック」も策定されている。また、地域における石油製

品の安定的な供給の確保を目的とした「SS 過疎地対策検討支援事業」も実施されてい

る。 

   過疎対策や地方創生における取組みとして、総務省主催の「過疎問題懇談会」におい

て、新たな過疎対策のあり方についての検討が進められている。また、過疎地域等にお

ける「小さな拠点」の形成を促進するため、燃料供給の維持・確保を含め、総務省、国

土交通省及び内閣府において、市町村等の取組みに対して、過疎対策事業債（総務省）、

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成事業（国土交通省）、地方創生

推進交付金（内閣府）など様々な支援が行われている。 

   危険物保安上の取組みとして、消防庁において、中山間地域などの来店頻度の低い給

図１ 営業用給油取扱所数の推移 図２ ガソリン販売量の推移 
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油取扱所において、専従の係員の確保が難しい状況を踏まえ、平成 28年３月、顧客の

呼び出しに応じ、係員が隣接する店舗等から移動して給油等を行う運用形態に係る指

針が示されている。また、AI・IoT等の新たな技術の活用や、業務の効率化等の観点か

ら、タブレット端末等の携帯型電子機器を使用する上での留意事項及び給油取扱所に

係る技術上の基準の行政実例が示されている。 

 

（４）過疎地域における取組み 

   過疎化が進み、地域の燃料供給に支障を来す一部の自治体（長野県売木村、和歌山県

すさみ町等）においては、資源エネルギー庁や「SS 過疎地対策協議会」等による支援

を受けつつ、自治体や住民が中心となって、燃料供給インフラである給油取扱所の維持

に向けた取組みが進められている。 

 

（５）過疎地域等における燃料供給の実態把握 

   過疎地域等における燃料供給に関する実態把握の一環として、令和元年９月に、長野

県売木村及び静岡県浜松市の現地視察等を実施した。 

 

  ア 長野県売木村 

    長野県売木村は、人口 550 人（令和元年７月現在）、周囲を山々に囲まれ、高齢化

率は 46％の自治体である（図３）。生活関連機能は役場周辺に集約され、居住地もそ

の周辺にまとまっている。自動車燃料、農機具用燃料、暖房用灯油等の需要が見込ま

れるため、燃料供給インフラの維持が必要である。 

    現在、村の燃料供給は、村民主体の「うるぎ村ガソリンスタンドを残す会」が運営

する村内唯一の SS が担っているが、人件費以外の経費は村の補助金で賄われており、

地下タンクの入替え等イニシャルコストの確保に苦慮している。 

    売木村のように、コンパクトで生活関連機能が集約され、継続的に一定の燃料需要

が見込まれる地域では、燃料供給の「小さな拠点」として、基幹集落における給油取

扱所の維持・更新が適当と考えられる。施設の更新に際しては、地下タンクに比べ、

設備投資に係る経費を抑制できる地上タンクが有効と考えられるが、安全性の確保

のため、危険物事故や自然災害時の影響等についてのリスク評価を行う必要がある。

道の駅の運営などの事業の多角化や多機能化等により SS運営における採算性の向上

が考えられる。 
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図３ 長野県売木村の概要 

  （出典） 売木村ホームページ 

 

  イ 静岡県浜松市 

    静岡県浜松市は、人口約 80万人（令和元年９月現在）、市域は静岡県内最大（全国

２番目）の政令指定都市である。北部は、同市中山間地域振興計画の対象地域である

天竜区、北区引佐町北部がある一方、天竜区のうち、春野、佐久間、水窪、龍山地域

は、過疎対策自立促進法の指定地域となっている（図４）。 

    SS数は、29 施設（平成 21年３月末）から 17施設（令和２年１月末）まで減少し

ており、天竜区龍山地域では既に SSはなく、また、最寄りの SSまで 15㎞以上離れ

ている集落は、天竜区内 225集落のうち 22以上あり、同区内に点在している。 

    このような状況を踏まえ、浜松市では、定期的な巡回により燃料を供給する方法が

適しているとして、平成 30年度に、タンクローリーと可搬式給油設備を接続して給

油等を行う方策について、経済産業省「ＳＳ過疎地対策検討支援事業」による実証事

業が実施され（図５）、このような形態の給油取扱所を設けることができるよう、消

防法令上の見直しを求めている。 

    浜松市天竜区のように、採算が合わず、また、集落の点在により１カ所の SSだけ

では利便性が向上しない地域では、燃料供給事業者が定期的に各地域を巡回しタン

クローリーと可搬式給油設備を接続して給油等を行う形態（移動式の SS）や、タン

クローリーにより灯油を配達する形態が適していると考えられる。 

    平成 30 年度に実施された実証事業では、消防法第 10条第１項ただし書に基づき、

仮取扱いの承認により駐車場等で行われたが、移動式の SSを恒常的に運用する場合

には、火災や危険物の流出事故を考慮し、SS 跡地の有効活用等により安全を確保す

ることが適当と考えられる。 

    また、「小さな拠点」として、基幹集落の事業者が巡回して運営するなど、地域の

実情に合わせ、既存の燃料供給ルートも活用し、地元の合意を得ながら計画を進めて

いくことも持続性の確保のために重要と考えられる。 
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図４ 静岡県浜松市の概要      図５ 平成 30年度実証事業の実施状況 

 

２ 危険物保安上の検討課題の抽出と対応の進め方に関する技術的整理 

  自治体や関連事業者団体等の要望事項を基に検討課題を抽出し、危険物保安上の観点

から対応の進め方について技術的整理を行うとともに、「早急に社会実装化を進める」項

目について技術基準の見直しを行った。 

 

（１）検討課題の抽出 

   燃料供給インフラの維持に有用な方策や、消防法関連規定に対する自治体や関連事

業者団体の要望事項から、危険物保安上の検討課題を抽出し、表１のとおり取りまとめ

た。 

 

 

浜松市役所から５㎞

～15㎞圏と市内の給

油取扱所の設置状況 
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表１ 抽出された検討課題 

項目 要望等の概要 

①セルフ給油取扱所※におけるタブレット端末等

による給油許可 

セルフ給油取扱所においては、事業所内の制御卓に従業者を配置し、顧客による給油作業の監視等を行うこと

としているところ、タブレット端末等によっても給油許可等を可能とする。 

②給油取扱所における屋外での物品販売等 
物品販売等の業務は、原則として建築物の一階で行うこととしているところ、建築物の周囲の空地であって

も、物品販売等の業務を可能とする。 

③地上タンクを設置する給油取扱所の活用方策 
固定給油設備等に接続する専用タンクは地下タンクとすることとしているところ、これに替えて地上タンク

を設けることを可能とする。 

④タンクローリーと可搬式給油設備を接続して給

油等を行う給油取扱所の活用方策 
定期的に各地域を巡回しタンクローリーと可搬式給油設備を接続して給油等を行う形態を可能とする。 

⑤簡易計量機の油種指定の柔軟化 

防火地域及び準防火地域以外の地域においては、簡易計量機を、その取り扱う同一品質の危険物ごとに３個ま

で設けることができることとしているところ、同一品質の危険物を取り扱う簡易計量機を複数設けることを

可能とする。 

⑥危険物（灯油等）と日用品の巡回配送による燃料

供給方策 
配送効率性を高めるため、他の日用品とともに危険物（灯油等）を巡回配送することを可能とする。 

⑦給油者を限定した給油取扱所における危険物の

取扱いや危険物取扱者のあり方 

給油取扱所の利用者が地域住民に限られる場合、地域の実情を踏まえた給油取扱所の運営や燃料供給の担い

手の確保等を可能とする。 

⑧営業時間外におけるスペース活用の検討 
営業時間外においては、顧客を出入りさせないための措置（ロープ等による囲い等）を講ずることとしている

ところ、地域のイベントや宅配ボックス利用等のため、営業時間外の顧客の出入りを可能とする。 

⑨セルフ給油取扱所における AI監視等による自動

給油許可 

セルフ給油取扱所においては、事業所内の制御卓に従業者を配置し、顧客による給油作業の監視等を行うこと

としているところ、従業者による監視等に代えて、AI 等を活用した監視システムにより自動で給油許可等を

行うことを可能とする。 

⑩ローリーから簡易計量機への注入技術 
タンクローリーから簡易計量機のタンクへ危険物を注入するときは、原則としてタンクローリーの注入ホー

スを緊結することとしているところ、タンクローリーから直接危険物を注入することを可能とする。 

⑪簡易計量機の容量制限のあり方 
簡易計量機のタンク容量は 600 リットル以下とされているところ、タンク容量を増大させることを可能とす

る。 

⑫屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和 
給油取扱所の屋根（キャノピー）面積の大きさ等から、屋内給油取扱所として、自動火災報知設備等の安全対

策を講ずることとしているところ、既存の施設のままキャノピー面積を大きくすることを可能とする。 

                                         ※顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所をいう。以下同じ。 
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（２）各検討課題の対応の進め方に関する技術的整理（第３回検討会中間まとめ） 

   危険物保安上の観点から各検討課題の対応の進め方について技術的整理を行った。 

   このうち、実施方法や安全対策等の検討が技術的に進んでいる項目を表１①～⑧と

して整理した。過疎地域の燃料供給インフラの維持に資することが期待される方策で

あり、モデル的な導入や社会実装化の方法等について検討に着手することが適当であ

ると考えられる。このうち、表１①及び②については、燃料供給事業者のニーズも特に

高く、具体的な実施方法や安全対策に関して先行的に取組みが進んでおり、早急に社会

実装化を図るものとして、技術基準の見直しを進め、その具体的な運用等について、モ

デル実証等を行い、整理することとした。また、表１③～⑧については、安全性の検証

や社会実装化の方法の整理等を順次進めていくことが適当と考えられ、特に表１③及

び④については、モデル事業も行われていることから「ＳＳ過疎地対策検討支援事業」

などの取組みと連携しつつ、本検討会において危険物保安上の安全対策の検討を進め

ていくことが適当と考えられる。 

   一方、新たな技術開発等が必要である項目については、表１⑨～⑪として整理し、必

要に応じてシミュレーションや実験を踏まえて、その取扱いについて検討することが

適当と考えられる。 

   また、給油取扱所に関連する規制の合理化として、表１⑫として整理した。この項目

については、表１②により屋外での物品販売等が可能となった場合に、物品販売等に適

した場所を十分確保する観点において有用なものと考えられる。そのため、表１②に係

る環境改善に資するものとして検討を進めていくことが適当と考えられる。 

 

（３）技術基準の整備 

   （２）の技術的整理を踏まえ、表１①（セルフ給油取扱所におけるタブレット端末等

による給油許可）及び②（給油取扱所における屋外での物品販売等）の項目について、

危険物の規制に関する規則（昭和 34年総理府令第 55号）の一部改正が行われ、技術基

準の整備が図られた（令和元年 12月 20日公布、令和２年４月１日施行）。 

   当該改正を受け、本検討会では、実際の給油取扱所において実証実験を行い、これら

の技術基準に係る具体的な運用等を整理した。これに基づき、「顧客に自ら給油等をさ

せる給油取扱所における可搬式の制御機器の使用に係る運用について」（令和２年３月

27日付け消防危第 87 号）、「給油取扱所における屋外での物品の販売等の業務に係る運

用について」（令和２年３月 27日付け消防危第 88号）が発出され、具体的な運用が示

された。 

 

３ 過疎地域等の燃料供給インフラ維持に関する危険物保安上の基本的な考え方 

  過疎地域等の燃料供給インフラ維持の観点から、各検討課題の位置づけを整理し、危険

物保安上の基本的な考え方をとりまとめた。 

  全国的に SS の急速な減少に伴い、過疎地域における給油や灯油配送などに支障を来す

等その影響は顕著に現れ、その対策が急務となっており、安全確保を前提として、現存 SS
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の事業継続に資するよう、経営効率を高める取組みを講じやすくするととともに、過疎地

域の燃料供給インフラの維持に資するよう、地域特性に応じた方策を選択しやすくする

ことが必要である。 

  次のとおり、各論の考え方と具体的な方策を整理した。 

 

（１）現存する給油取扱所の事業継続に向けた考え方と具体的な方策について 

   SS は、平時の燃料供給インフラであるとともに、災害時の緊急車両や非常電源への

燃料供給の拠点でもあり、公的な機能も有することから、全国的な減少に歯止めをかけ、

各地域に必要な燃料アクセスを確保することが必要である。このため、石油製品需要の

減少や人手不足等の状況を踏まえ、各事業者において経営効率の向上に取り組みやす

い環境を整備し、現存 SSの事業継続を図ることが重要である。 

   この一環として、現存 SS における操業の効率化、事業の多角化、利便性の向上等に

有用と考えられる設備や運用方法について、危険物保安上の観点からその要件を明確

化することが必要である。 

   関連する具体的な方策の例としては、表１に掲げる検討課題のうち、①、②、⑧、⑨

及び⑫の項目が該当すると考えられる。 

 

（２）過疎地域の燃料供給インフラの維持に向けた考え方と具体的な方策について 

   過疎地域においては、事業者の自助努力だけでは事業継続が困難な状況のため、地域

の燃料供給インフラを維持・再構築するためには、住民や自治体等が一体となって取り

組み、また、各種の生活サービス機能も同様の課題を抱えていると考えられることから、

「小さな拠点」（集落ネットワーク圏）を形成する中で、燃料供給インフラを維持・再

構築することが重要である。 

   これに当たり、各地域において、「SS過疎地対策ハンドブック」等を参考として燃料

供給計画（SS過疎対策計画）を策定するとともに、地方創生や過疎対策関連の施策（過

疎地域自立促進市町村計画の策定、財政支援等）と連携して実効性を確保することが重

要である。また、各地域において、地域特性（燃料需要、災害リスク等）に応じた計画

を策定することができるよう、選択肢として有用な新たな施設形態や業態について、危

険物保安上の観点から要件を明確化していく必要がある。 

   関連する具体的な方策の例としては、過疎地域における取組みや、現地視察の結果を

踏まえ、次の３項目に整理できると考えられる。 

 

  ア 基幹集落等において施設の設置・更新に係る負担を低減するための方策 

    経費や配置・規模の見直しの面において、比較的負担の少ない地上タンクの利用範

囲の拡大が求められている。地上タンクの利用に関する具体的な方策の例としては、

表１に掲げる検討課題③、⑤、⑩及び⑪の項目が該当すると考えられる。 

    ③の項目については、長野県売木村のように、継続的に一定の需要が見込まれる基

幹集落において、また、⑤、⑩及び⑪の項目については、需要規模の小さい地域や、
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周辺集落向けのサテライト的な拠点において有効と考えられる。 

    危険物保安上、地下タンクに比べ、地上タンクは、漏えいや火災が発生した場合の

規模、自然災害等外的な要因による被災等の面で潜在的リスクが大きいことから、立

地環境や事故対策について要件を明確にすることが必要である。 

 

  イ 燃料需要が広範囲・低密度の地域において燃料供給インフラを維持するための方策  

    タンクローリーと可搬式給油設備を接続して給油等を行う形態（移動式の SS）に

ついて、災害時の仮取扱いだけでなく、平時を含めた恒久的な利用への適用範囲の拡

大が求められている。移動式の SSに関する具体的な方策の例としては、表１に掲げ

る検討課題④の項目が該当すると考えられる。 

    ④の項目については、静岡県浜松市天竜区のように、集落が点在している中山間地

等における巡回営業に利用することが考えられる。 

    危険物保安上、移動式の SSについても、漏えいや火災が発生した場合の周辺への

影響等を考慮し、SS の跡地利用等により安全対策を確保することが必要である。 

 

  ウ 地域住民主体で施設運営や人手を確保するための方策 

    和歌山県すさみ町や北海道占冠村や奈良県川上村等のように、地域住民や自治体

の参画による共同的な運営により燃料供給を維持している例も見られるようになっ

てきている。これらに関する具体的な方策の例としては、表１に掲げる検討課題⑥及

び⑦の項目が該当すると考えられる。 

    ⑥及び⑦の項目については、より効果的・効率的な実施方法について広報周知して

いくことが重要である。また、運営の担い手を確保するため、危険物取扱者等の専門

的な技術を持つ住民の育成方策を検討していくことも重要である。 

 

（３） 中長期的な燃料供給体制の維持の考え方について 

    中長期的な観点からは、人口、交通、エネルギー消費等の社会情勢の変化や技術の

進展等に応じ、地域の燃料需要を踏まえ、供給体制を継続的に見直していくことが重

要である。 

 

４ 令和２年度に向けての課題 

  各検討課題について、表２に示す進め方に基づき、技術的検証を行いながら、検討を進

めていく必要があり、技術的検証に当たっては、消防庁における実証事業のほか、経済産

業省の実証事業の結果等も活用する等、効率的に検討を進めていくこととする。 

  また、新たな方策を導入する場合においては、従業員や地域住民に対する教育・訓練な

ど、保安管理の徹底方策についても併せて検討を行う必要がある。 

  過疎地域等の燃料供給インフラの維持は喫緊の課題であることから、結論が得られた

項目は、速やかに法令改正等の措置を講ずることが必要である。 
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表２ 各検討課題の検討の進め方 

検討課題 検討の進め方 

現存する給油取扱所の事業継続

に係る方策 

①セルフ給油取扱所におけるタブレット端末等

による給油許可等 

今年度の実証実験を踏まえ、消防庁において必要な指針を策定。 

※技術基準については、令和元年総務省令第 67号により措置済み。 

②給油取扱所における屋外での物品販売等 ①と同様に検討。 

⑧営業時間外におけるスペース活用の検討 
モデル検証を実施し、通常の業務以外での施設利用や人の出入りに伴い必要とな

る安全管理策を検討。 

⑨セルフ給油取扱所における AI 監視等による自

動給油許可 

モデル検証を実施し、ＡＩ監視の要求性能や当該システムを客観的に評価するた

めの方法等について検討。施設外からの遠隔監視は、火災等の事故発生時の応急

措置を適切に実施することが難しいと考えられることから、施設内に従業員が配

置されていることを前提として検討。 

⑫屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和 

キャノピー面積の増加に伴う可燃性蒸気の滞留危険性や火災時の周辺への熱影

響をシミュレーション等により分析・評価するとともに、上階に他の用途に供す

る部分が存する場合の影響を考慮して検討。 

過疎地域

の燃料供

給インフ

ラの維持

に係る方

策 

基幹集落等において

施設の設置・更新に

係る負担を低減する

ための方策 

③地上タンクを設置する給油取扱所の活用方策 
モデル検証を実施し、危険要因の抽出や火災シミュレーション等によるリスク分

析・評価を行い、必要な安全対策を検討。 

⑤簡易計量機の油種指定の柔軟化 
油種を軽油・灯油からガソリンに切り替えた場合、従来に比べてガソリンの取扱

量が増えることに伴う危険性や、追加の安全対策の必要性の有無を検討。 

⑩ローリーから簡易計量機への注入技術 
ローリーから簡易計量機へ直接詰め替える場合の危険要因を分析し、安全に詰め

替えるための必要な要件を検討。 

⑪簡易計量機の容量制限のあり方 ③と併せて検討。 

燃料需要が広範囲・

低密度の地域におい

て燃料供給インフラ

を維持するための方

策 

④タンクローリーと可搬式給油設備を接続して

給油等を行う給油取扱所の活用方策 

モデル検証を実施し、危険要因の抽出や火災シミュレーション等によるリスク分

析・評価を行い、必要な安全対策を検討。 

地域住民主体で施設

運営や人手を確保す

るための方策 

⑥危険物と日用品の巡回配送による燃料供給方

策 
過疎地域等においてモデル検証を実施し、必要な安全対策を検討。 

⑦給油者を限定した給油取扱所における危険物

の取扱いや危険物取扱者のあり方 

過疎地域等においてモデル検証を実施し、必要な安全対策を検討するとともに、

地域の燃料供給の担い手の確保方策等について検討。 
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第３章 令和２年度における検討 

令和元年度に抽出した諸課題について、類似する検討項目及び共通するリスクに着目

し、効率的・効果的に検討を進めていくことができるよう再整理するとともに、本検討

会（以下「親会」という。）の下に、安全対策の技術的な検討を集中的・専門的に行う

ため、新たに部会として技術ワーキンググループ（以下「技術ＷＧ」という。）を設置

して、検討を重ねてきた。 

 

＜令和元年度において抽出した諸課題と検討の進め方＞ 

   令和元年度において抽出した諸課題（表１及び表２参照。令和元年総務省令第 67

号により措置済の表①②を除く。）について、安全を確保しつつ、ＳＳの事業継続に

資する方策等について効果的な検討を実施するため、危険物の流通の順序等の観点か

ら再配置し、類似する項目及び共通項をあぶり出す等して再整理を行った（図６参

照）。 

   その結果、表１⑥⑦⑧については、地域との連携がより必要な項目であることか

ら、親会で議論・検証するものとして整理し、表１③④⑤⑨⑩⑪⑫については、安全

対策を行う上で技術的な検討がより必要な項目であることから、技術ＷＧにおいて詳

細な議論・検証を行うものとして整理した。また、技術ＷＧで議論・検討する課題に

ついて、さらに各課題に類似する検討項目及び共通するリスクに着目し、表１③⑤⑪

を「地上タンク等を設置する給油取扱所に係る検討」、表１④⑩を「移動タンク貯蔵

所と可搬式給油設備を接続した給油取扱所に係る検討」にそれぞれ一括りにして検証

することとし、表１⑨「セルフ給油取扱所におけるＡＩ等による給油許可支援」及び

表１⑫「屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和」を加えた４つの項目として再整理

した（図７・表３参照）。 

令和２年度においては、令和元年度に整理した考え方に基づき、次の観点からとり

まとめを行った。 

  ○ 現存する給油取扱所の事業継続 

○ 過疎地域の燃料供給インフラの維持 
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１ 現存する給油取扱所の事業継続に係る各方策 

 

（１）営業時間外におけるスペース活用の検討 

 

ア 背景等 

給油取扱所の現行基準における運用では、夜間・休日等、給油の業務が行われて

いない時は、いたずらや放火等による事故を防止する観点から、顧客等の従業員以

外の者を出入りさせないため、ロープ等による囲い等の措置を講ずることとされて

いる。（昭和 62年４月 28日付け消防危第 38号） 

令和元年 12 月の省令改正により屋外での物品販売等が可能となったこと（令和２

年４月１日施行）もあり、例えば営業時間外に宅配ボックス利用のための顧客が施

設に立ち入ることや、休日等に給油取扱所敷地内でイベントを開催する等の事業が

行われることなど、給油業務の行われていない時間帯であっても施設の利用が可能

となる方策について検討が求められている。 

 

イ 安全対策の技術的検討 

現行基準の趣旨を踏まえ、①車両衝突・いたずら等による事故等の防止、②火災

等緊急時の措置、③避難及び連絡体制等の安全管理策について検討を行った。 

 これに当たり、令和元年度実施の屋外での物品販売に係る実証実験に加え、令和

２年度に情報収集した給油業務以外の新たな事業の実例及びニーズ等の実態（資料

2－4）を踏まえ、営業時間外において物品販売等の業務を行うために給油取扱所の

施設を利用する場合の必要な安全対策及び運用等を整理した。 

 

（ア）危険物施設の管理及び車両衝突・いたずら・放火等による事故の防止 

○ いたずら及び給油設備等の誤作動を防止するため、屋内・屋外の給油に関係

する設備（固定給油設備、固定注油設備、ポンプその他危険物を取り扱う設

備、制御卓等）に対し、保護カバー又はノズルの施錠及び電源遮断等の措置

が必要 

○ 施設利用に供さない部分の施錠が必要 

○ ＳＳ従業員以外の者及び車両が危険物を取り扱う部分へ進入しないよう、進

入禁止区域を設定し、パイロン、ロープ、進入防止柵等の措置を講ずること

が必要 

○ 不必要な物件の放置を禁止するよう管理を徹底することが必要 

 

（イ）火災・漏えい事故等緊急時の措置及び責任 

○ 消火器等の消防用設備を消火及び避難上有効となるよう適切に設置すること

が必要 
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○ 緊急時の対応・措置に関する表示（緊急時連絡先、事故時における具体的な

措置・指示事項等）が必要 

○ 火災予防上及び危険物保安上の観点から、原則として危険物保安監督者等給

油取扱所の関係者の常駐による管理が必要（当該事業を第三者へ委託するな

ど給油取扱所関係者が常駐しない場合は、消防用設備等の設置状況、不在時

における緊急時の体制及び責任の所在並びに施設利用者側の防火管理体制等

の状況に関して、予防規程に明記させ市町村長の認可を受けるなど、火災予

防上及び危険物保安上支障がないことを確認することが必要） 

 

（ウ）避難及び不特定多数の者の利用に供する場合の留意事項 

○ 給油取扱所としてその利用に供することが適当でないものとして、消防法施

行令別表第１（六）項に掲げる用途、簡易宿泊所若しくは従業員の寄宿舎等

の用途、公衆浴場等の用途、その他火災予防上及び避難上支障のある用途を

除くなど利用用途の制限並びに昭和 62年４月 28日付け消防危第 38号第３

における「給油、灯油の詰替え又は自動車等の点検・整備若しくは洗浄のた

めに給油取扱所に出入りする者を対象とした店舗、飲食店又は展示場」の解

釈について補足及び再整理する必要 

○ 収容人員又は利用者数の制限・管理が必要 

○ 特に屋内を利用する場合において、避難経路の確保が必要 

 

（エ）祭礼・イベント等の一時的な利用について 

不特定多数の者が集まることにより想定外のリスクが考えられる。しかしなが

ら、過疎地等の地域社会にとっては、給油取扱所が重要な社会インフラとしての

拠点の側面も有していることから、その利用形態については地域社会にとって生

活環境を維持する上で重要な役割を果たしている。 

なお、祭礼・イベント等の一時的な利用にあたっては、他の利用用途と同様の

安全対策に加えて、火災予防条例（例）第５章の２「屋外催しに係る防火管理」

の例による、危険物保安監督者等関係者からの届出及び防火管理体制の徹底が必

要と考えられ、以下の項目について明記する必要がある。 

○ 利用用途 

○ 収容人員又は利用者数 

○ 具体的な安全確保策 

○ 緊急時の対応 

○ 管理体制（関係者の常駐などに関すること） 

○ 当該事業を第三者へ委託するなど給油取扱所の関係者不在時に関する事項 

これらの利用形態については、物品販売と同様の安全対策によって、危険物保

安上十分支障ないものと考えられる 
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ウ 対応の考え方等 

上記の必要な安全対策及び運用等により、営業時間外における物品販売等の業務

を認めることは、給油取扱所を取り巻く環境や社会情勢を考慮すると、ＳＳ過疎地

問題の解決を図っていく上で、石油製品流通網の維持及び現存する給油取扱所の事

業継続の観点から有効と考えられる。また、過疎地における地域住民の生活環境の

維持にも資するものと考えられる。よって、当該検討課題については、運用要領を

整備し、措置することが適当であると考えられる。 

危険物の適切な貯蔵・取扱い等の管理のため、ハード・ソフトの両面から安全管

理が行えることを前提に、店舗、飲食店又は展示場（と類する）用途に係る業務に

ついて、営業時間外の活動を認め、予防規程又は予防規程に関連する文書への記載

する必要がある。 

 

エ 参考資料 

○ 資料 2-4 営業時間外におけるスペース活用の検討 

○ 資料 3-1 営業時間外におけるスペース活用の検討 

 

（２）セルフ給油取扱所における AI等による給油許可監視支援 

 

ア 背景等 

セルフ給油取扱所における顧客による給油作業の監視については、事業所内の制

御卓に配置された従業員又はタブレット端末を持った従業員により行われていると

ころであるが、給油取扱所の更なる操業効率化を図るため、AI・画像認識技術の活

用が期待されている。 

 

イ 安全対策の技術的検討 

AIについては多方面で議論が行われているが、セルフ給油取扱所においては、AI

は従業員に対する業務補助として安全管理の一部をサポートするシステムであり、

最終的な安全管理は従業員が行うものであり、火災や事故等が発生した時に応急措

置を適切に実施できるよう施設内に従業員を適切に配置することが必要である。 

したがって、今回の検討は、AI等を用いることで給油取扱所外から遠隔監視を行

うといった完全無人化を目指すものではない。 

このような原則の下、AI等による給油許可監視支援を行う上での検討課題を整理

すると、AI が内部で行っている処理が不明確である点が挙げられる。すなわち、い

わゆるブラックボックス化していること、不足の事態が生じる危険性が懸念されて

いる。また、AI は従業員の取扱い業務の補助として用いられるものであるというこ

とを AI の役割や範囲を明確にする必要がある。この２点の課題について、現在導

入を検討している２事業者に対してヒアリングを行った。 
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（ア）AIを活用するプロセスについて 

AIの役割や範囲を見える化するため、給油時における危険物の一連の取扱いに

おいて、AIを活用する部分及びこれまで通りに従業員が安全確認を行う部分につ

いて整理した。 

給油を行う際の一連の取扱い手順は大きく 14項目に分けることができるが

（資料 2-1-2）、ヒアリング対象となった AIで監視支援を行うのは、固定給油設

備からノズルを取ってからノズルを戻すまでの間である。また、それ以外にセル

フ給油取扱所の給油レーンに裸火がないか、携行缶やポリタンクがないかを AI・

画像認識技術で常時監視している。この一連の取扱い手順の間に AIが異常を感

知すると従業員に知らせ、給油を停止させることによる従業員に対する監視支援

を行うようになっている。 

なお、これらの実証実験においては、すべての手順について、従業員は常時安

全確認を行っており、異常を発見すれば監視室の制御卓またはタブレット端末に

よって対応することとしている。 

 

（イ）AIの評価について 

現在開発されているシステムにおいて、AIの行う評価についても整理した。 

AIは固定給油設備からノズルが離れてから戻るまでの間、監視カメラの映像か

ら人間、車及びノズルの動きや位置関係を検知することで従業員の監視を支援し

ている。それ以外に、常時、サーモカメラにより温度を検知することで周辺に火

気がないことを確認し、監視カメラの映像から携行缶やポリタンクの有無を検知

している。 

 

ウ 対応の考え方等 

一般的に、AI が何をしているかについて外部からはなかなか分からない状況であ

り、現状 AIについては議論が非常に多方面で行われている最中であることから、今

回の検討では AI を活用するに当たり、分からないことをどのような形で改善してい

くかという問題意識の下に AIの見える化を行った。すなわち、セルフ給油取扱所に

おいて、開発中の AIがどのような機能を担おうとしているのか、どのようなことを

判別しているのかについて整理を行った。 

今後、AI の導入に向けてさらに議論を深め、定量的な説明が行えるよう整理し、

不測の事態が発生した際の信頼性、さらには信頼性のレベルに応じた管理の必要性

のところまで整理していく必要がある。具体的には、「プラント保安分野 AI 信頼性

評価ガイドライン」を活用したシステム評価方法等を踏まえ、実証実験方法、従業員

の教育訓練に関する事項、危険物保安上の責任の明確化（漏えい・火災等の災害時）、

規則改正・予防規程の記載等に関する事項も検討し、さらに、給油許可支援の考え方、

役割分担の見える化を掘り下げていくことが必要である。 
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エ 参考資料 

○ 資料 2-1-2 セルフ給油取扱所における AI等による給油許可監視支援 

 

（３）屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和 

 

ア 背景等 

現行の技術基準において、給油取扱所の上屋（キャノピー（建物のひさしを含

む。））等の面積に応じ、屋外給油取扱所と屋内給油取扱所の区分が設けられてい

る。 

屋内給油取扱所は、屋外給油取扱所に比較して、可燃性蒸気の滞留や火災時の避

難困難性等の危険性が高いことや、上階に他の用途が存する場合の他用途への延焼

拡大防止を図るため、可燃性蒸気の滞留防止、火災の延焼拡大防止、避難路の確保

等の追加の安全対策を講ずることとされている。したがって、雨よけ等のため、キ

ャノピーの面積を大きくすると、屋内給油取扱所の基準が適用され、自動火災報知

設備等の追加的な安全対策が必要となる。 

こうした中、給油時の雨水混入防止（危険物取扱いの安全性の向上）、従業員の

作業性の確保あるいは負担の軽減（労働環境の改善）、令和元年 12月の省令改正に

よる屋外での物品販売等事業の多角化に伴う当該事業に適した場所の確保（経営環

境の改善）などへの期待から、屋外給油取扱所のキャノピー等の面積拡大（キャノ

ピー面積を空地面積の１／３以下とする現行基準における制限の緩和）の検討が求

められている。 

 

イ 安全対策の技術的検討（火災シミュレーションの詳細については、参考資料 3-5

を参照） 

屋外給油取扱所のキャノピー面積を拡大した場合、通風性の変化による可燃性蒸

気の滞留危険、火災時における屋根面下部に沿った火炎・輻射熱の影響の増大によ

る隣接建物への延焼拡大危険及び屋根面積増大に伴う火煙の滞留による避難困難等

の危険性の増大が考えられるため、キャノピー制限の緩和にあたっては、面積拡大

に対する安全性の評価・検証が必要である。 

キャノピー面積拡大時の安全性の評価・検証については、スーパーコンピュータ

及びＦＤＳ（Ｆｉｒｅ Ｄｙｎａｍｉｃｓ Ｓｉｍｕｌａｔｏｒ）を用いて、火災

シミュレーター等による三次元の実サイズの数値解析を基に評価・検証することと

した。 

 

（ア）評価・検証の手順 

① 設計・コーディング 

数値シミュレーションのためのプログラムの開発、シミュレーションに利用

する三次元モデルの構造等を確定 



29 
 

② 稼働テスト・デバッグ 

実火災事例に基づく再現性の確認・証明により、シミュレーションプログラ

ム、三次元モデルに問題がないことを確認 

③ 安全性の評価基準の確認 

基準モデル（一般的な給油取扱所の条件を抽出し標準化・簡略化したモデ

ル）により、次のイ①から③までの検証項目について現行基準の安全性の分

析・確認 

④ 拡大した場合における安全性の評価・検証 

次のイ①から④までの検証項目について、他の条件を変えず、基準モデルの

キャノピー面積のみを 1.5倍（＝空地との面積比１／２）及び２倍（＝空地と

の面積比２／３）に拡大した場合における安全性の評価・検証 

 

（イ）検証項目及び安全性の検証・評価方法 

① 流出時における可燃性蒸気の滞留状況（可燃性蒸気濃度分布の評価） 

流出時における可燃性蒸気濃度の分布状況について、基準モデルと比較検証

し安全性を評価する。 

② 火災時における延焼拡大危険（隣接構造物の受熱量の評価） 

想定する火災規模における隣接構造物の受熱量及び熱分布を評価する。受熱

量については、隣地側敷地境界線上に設定した受熱量評価断面が受ける熱量

（火災発生から 10分間）を算出し、当該熱量が、危険物の規則に関する技術

上の基準の細目を定める告示第４の 52第３項で定める式を満たしていること

を確認し安全性を評価する。熱分布については、基準モデルと比較検証し安全

性を評価する。 

③ 火災時における避難困難性（避難上支障となる濃煙熱気の分布状況の評価） 

避難上支障となる濃煙熱気（減光係数が 0.1から 0.4の範囲となる濃度の

煙・100℃以上となる熱気）の分布状況について基準モデルと比較検証し安全

性を評価する。 

④ その他、キャノピー面積割合の増加に伴い発生する危険性等 

①から③までのほか、シミュレーションにより確認できる事象及び危険性等

について考察し評価する。 
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（ウ）シミュレーション設定条件 

各種条件 
①可燃性蒸気の滞留

状況 

②火災時における延焼拡大危険 

③火災時における避難困難性 

気温 300K（27℃） 

風向 
道路側から給油取扱所の敷地に対して 45°の角度となる

方向 

風速 ①0m/sec  ②1m/sec  ③5m/sec 

計算時間 定常状態となるまで 

漏えい想定 

漏えい箇所・位置 

1.5ｍ×1.5ｍの領域

においてガソリンが

漏えい（＝蒸発速度

0.1m/s） 

固定給油設備・キャ

ノピーの中心 

 

火災想定 

出火箇所・位置 
 

1.5m×1.5m の領域における漏え

いガソリン（＝蒸発速度

0.1m/s）のみが燃焼 

固定給油設備・キャノピーの中心 

敷地の開放性 道路に対して二面開放 

キャノピーの開放性 キャノピーの四方に隙間・離隔（最小で 0.2ｍの隙間） 

キャノピーの高さ 4.5ｍ 

防火塀との離隔 最小で 3.88ｍ 

その他  
計算負荷軽減を目的に、他の可燃

物等への延焼拡大の再現は除外 

 

（エ）検証結果 

設定条件下（道路に対して二面開放、キャノピーと事務所等建築物との隙間

0.2m、防火塀との離隔距離 3.88m、周囲に延焼拡大に繋がる可燃物等はなし。）に

おいては、キャノピー面積比１／３と比較して１／２及び２／３ともに、可燃性

蒸気濃度分布、濃煙熱気の分布及び隣接構造物の受熱量について、大きな変化は

見られなかった。 

 

ウ 対応の考え方等 

設定条件下におけるシミュレーションによる評価・検証から、キャノピー面積比

を現行基準の２倍の２／３に拡大した場合においても、キャノピー端部において換

気上有効な隙間や離隔が確保されていれば、実用上支障ないものと考えられる。こ

のため、一般的な対応（仕様規定）として、換気上一定の条件を満たしているもの
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については、屋外給油取扱所におけるキャノピーの面積比を２／３以下として差し

支えないと考えられる。 

また、今回の検証では、計算負荷の軽減のため限られた一定の条件の基にシミュ

レーションを実施したことから、一定の条件を満たさない又は２／３を超えて拡大

させるなどの個別の判断が必要な場合については、個別に安全性を評価し、当該安

全性が確認できる範囲まで拡大できるとする対応（性能規定化）への配慮も必要と

考えられる。このため、今回のシミュレーション結果を性能規定に反映できるよ

う、安全性の基準を整理・数値化し、第三者機関による個別認証・性能評定等に活

用できるよう整備し、性能規定化としての判断基準を示すことも必要である。 

一方、シミュレーションの範囲を超えて延焼拡大等させないよう、可燃物の管

理・整理に留意が必要である。 

また、屋内給油取扱所から新たに屋外給油取扱所となるもの（現行の屋内給油取

扱所の内、キャノピー面積比が 2/3以下のもの）の取扱いについて整理が必要であ

るとともに、例えばキャノピーが給油取扱所の周囲に設ける塀又は壁に近接して

（1メートル以内に）設けられている場合は、当該塀又は壁をキャノピーまで立ち

上げ一体とすること（平成元年３月３日付け消防危第 15号及び平成元年５月 10日

付け消防危第 44 号問 29）が必要であることから、これらの基準と矛盾しないよう

整合をとる必要がある。 

さらに、キャノピー面積が拡大することによって、風雪等の影響を受けやすくな

り、倒壊等の危険性が増大し、周辺へ被害を及ぼすおそれがあることから、これら

に対する構造強度の確保に留意が必要である。 

 

エ 参考資料 

○ 資料 2-1-3 屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和 

○ 参考資料 3-5 屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和 
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２ 過疎地域の燃料インフラの維持に係る各方策 

 

（１）地上タンク等を設置する給油取扱所に係る検討 

 

ア 背景等 

現行の給油取扱所の技術基準においては、危政令第１７条第１項第７号に定める

とおり、固定給油設備又は固定注油設備に接続する専用タンクは、地盤面下に埋設

して設けることとなっており、この例外として、防火地域及び準防火地域以外の地

域においては、容量 600リットル以下の簡易タンクを、その取り扱う同一品質の危

険物ごとに１個ずつ３個まで設けることができることとされている。 

専用タンクを地盤面下に埋設して設置し、メンテナンスや老朽化による更新を行

うことは給油取扱所の設置者へのコスト面の負担が大きく、過疎地域等の燃料需要

に適した規模の貯蔵タンクの設置方法を検討することで、給油取扱所の設置者への

コスト面の負担を軽減し、燃料供給インフラを維持できるようにすることが求めら

れている。 

このような状況を踏まえ、令和元年度に経済産業省資源エネルギー庁事業とし

て、長野県売木村において地上タンクを設けた給油取扱所の実証事業が実施され

た。 

ＳＳ過疎地問題に対応するため、この先行事例を参考としつつ、これまで地下に

設置されていた危険物の貯蔵タンクを地上に設置する場合の安全対策を検討した。 

 

イ 安全対策の技術的検討 

地上にタンクを設置するにあたり、危政令第 11条第１号の屋外タンク貯蔵所の基

準を準用した場合（屋外タンク型）と危政令第 12条第１号の屋内タンク貯蔵所の

基準を準用した場合（屋内タンク型）の２パターンを想定し、ハード面についての

リスク評価及び設置要件等の検討を行った（資料 2-1-1、参考資料 3-2-1）。 

主な結果は以下のとおりである。 

 

（ア）設置場所の制限 

地上にタンクを設置する場所は、資源エネルギー庁が進める｢ＳＳ過疎地対策

計画｣により住民合意があり、かつ、一定の燃料需要が見込まれる基幹集落等の

過疎地域に限定する必要がある。 

○ 防火地域・準防火地域 

危政令第１７条第１項第７号の簡易タンクを設置する場合と同様に、地上に

タンクを設置する場合についても防火地域及び準防火地域以外の地域の設置に

限定する必要がある。 

○ 自然災害を考慮した設置場所の選定 
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専用タンクを埋設から地上設置にすることで、豪雨や土砂災害が発生した際

に、タンクが被害を受け、相対的に危険物の流出や火災につながる危険性が高

くなるため、ハザードマップや条例で定める警戒区域等を考慮し、災害が発生

した際に住民の生命、身体及び財産に危害が及ぶおそれのある地域への設置を

避けることが必要である。 

○ 建築基準法上の倍数制限 

建築基準法では、用途地域等が定められている場合、その用途地域に応じて

建築できる建築物が制限されている。給油取扱所は「危険物の貯蔵又は処理に

供するもので政令で定めるもの」として、用途地域や危険物の数量に応じて、

建築が制限されている。埋設として専用タンクを設置する給油取扱所の場合、

建築できる用途地域によって数量は制限されていない。しかし、屋外に専用タ

ンクを設置する給油取扱所の場合、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地

域、第二種住居地域及び準住居地域においては指定数量の倍数の５倍まで、近

隣商業地域及び商業地域においては指定数量の倍数の１０倍まで、準工業地域

においては指定数量の倍数の５０倍までと、取り扱い又は貯蔵する危険物の指

定数量の倍数によって設置が制限されている。 

 

（イ）タンクの容量 

  現行基準では、給油取扱所に設ける専用タンクに対して、容量の制限は定めら

れていないが、専用タンクをタンク専用室内に設置することで、埋設時に比べて

危険性が増すため、容量を制限する必要がある。 

  屋内タンク貯蔵所は、危政令第 12条第１項第４号により容量が制限されてお

り、指定数量の 40倍（第四石油類及び動植物油類以外の第４類の危険物にあっ

ては、当該数量が 20,000リットルを超えるときは、20,000リットル）以下であ

ることとされており、これを基本に量を設定することが適当である。 

   

（ウ）構造・設備 

地上にタンクを設置する場合、自然災害や人為的要因による事故を考慮する

と、屋内タンク型とすることが妥当である。この場合において、構造・設備につ

いては、危政令第 12 条第１項の基準を参考にすることが適当である。 

 

（エ）移動タンク貯蔵所から専用タンクへの荷卸しについて 

危政令第２７条第６項第４号ニにより、移動貯蔵タンクから危険物を貯蔵し、又

は取り扱うタンクに引火点が４０度未満の危険物を注入するときは、移動タンク

貯蔵所の原動機を停止させる必要があることから、給油取扱所において、移動タン

ク貯蔵所から地盤面下の専用タンクへ危険物を注入するときは、移動タンク貯蔵

所の原動機を停止し、落差により荷卸しを行う方式が一般的である。 

しかし、専用タンクを地上に設置する場合は十分な落差が得られず、荷卸し作業
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に支障が出るおそれがあることから、移動貯蔵タンクから専用タンクへガソリン

を注入する場合は、荷卸し用のポンプ設備を設ける必要がある。 

荷卸し用のポンプ設備は、火災の予防上支障がなく、かつ、給油等に支障がない

ように設けるとともに、給油取扱所の敷地内を利用者の運転する自動車が走行す

ることに留意する必要がある。そのため、ポンプ設備を設ける場合はタンク専用室

または危政令第 11 条第１項第 10 号の２のポンプ室に設け、必要に応じて荷卸し

用のポンプ設備に自動車等の衝突防止措置を講ずる必要がある。 

 

（オ）タンクの放爆構造について 

タンク専用室内で爆発等が発生した場合に、上部に圧力を放出することで、

壁、床の破損を防ぎ、タンク専用室外部への危険物の流出を防止することが重要

であるため、タンク専用室は屋根を不燃材料で造るとともに、金属板その他軽量

な不燃材料でふくことで、内部のガス又は蒸気を上部に放出する構造とすること

が必要である。 

 

（カ）タンク専用室等の開口部について 

危険物の貯蔵・取扱いが行われるタンク専用室及び荷卸し用ポンプ室は、他の

場所に比べて火災発生の危険が高いと考えられるため、室外への延焼拡大を防ぐ

ため、出入り口以外の開口部を設けないことが重要である。 

 

（キ）自動車等の衝突防止措置 

専用タンクが地盤面上にあるため、配管や給油設備等が破損したときに、落差

により専用タンク内の危険物が大量に流出するおそれがある。そのため、配管は

原則埋設し、給油設備、露出配管等には必要に応じて「駐車場における自動車転

落防止対策について（技術的助言）」（平成 15年２月 25日付け国住指発 8290

号）における「立体駐車場における自動車転落事故を防止するための装置等に関

する設計指針」等を参考に自動車等の衝突防止措置を講ずる必要がある。 

 

（ク）タンク専用室の流出防止 

タンク専用室には、室外への危険物流出を防ぐため、屋内に貯蔵された危険物

の全量を収容できる高さのしきい又はこれに代わるせきを設ける必要がある。タ

ンク専用室には、室外への危険物流出を防ぐため、貯蔵された危険物の全量を収

容できる高さのしきい又はこれに代わるせきを設けることが必要である。 

 

（ケ）消火設備 

製造所等に設置する消火設備については、危政令第２０条に定められており、施

設区分、規模、危険物の品名、最大数量等により、著しく消火困難な製造所等、消

火困難な製造所等、その他の製造所等のいずれかに分類され、それぞれに定められ
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た消火設備を設けることとなっている。 

     給油取扱所の場合は、危政令第１７条第２項第９号ただし書に該当する一方開

放型上階付き屋内給油取扱所又は顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所は、著し

く消火困難な製造所等に該当し、給油取扱所の建築物その他の工作物及び危険物

（顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所にあっては、引火点が４０度未満のもの

で、顧客が自ら取り扱う危険物）を包含するように第３種の固定式の泡消火設備

を設けることとなっている。 

     また、屋内給油取扱所（著しく消火困難な製造所等に該当するものを除く。）若

しくはメタノール又はエタノールを取り扱う給油取扱所は消火困難な製造所等に、

その他の給油取扱所はその他の製造所等に該当し、それぞれ基準に従い第４種及

び第５種の消火設備を設けることとなっている。 

タンク専用室内に専用タンクを設置する給油取扱所の専用タンクの部分には屋

内タンク貯蔵所に設置する消火設備の基準を準用することが妥当である。専用タ

ンクのうち、当該危険物の液表面積が４０平方メートル以上のもの又は高さが６

メートル以上のものは、著しく消火困難な製造所等に該当し、専用タンク及び危

険物を包含するように第３種の固定式の泡消火設備、移動式以外の不活性ガス消

火設備、移動式以外のハロゲン化物消火設備又は移動式以外の粉末消火設備を設

け、それ以外の専用タンクは、その他の製造所等に該当し、基準に従い第４種又

は第５種の消火設備を設ける必要がある。 

 

（コ）上記を踏まえた全体の整理 

以上を踏まえ、給油取扱所において危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクを地

上に設置する場合の要件を以下のとおり整理した。 

○ 過疎地であり、資源エネルギー庁が進める｢ＳＳ過疎地対策計画｣により住

民合意があること。 

○ 防火地域及び準防火地域以外の地域であること。 

○ 燃料需要が広範囲・低密度の地域に限定した設置とすること。 

○ 設置場所については、ハザードマップや条例で定める警戒区域等を考慮

し、災害が発生した際に住民の生命、身体及び財産に危害が及ぶおそれの

ある地域への設置を避けること。 

○ 地上にタンクを設置することで、建築基準法上の用途地域ごとの危険物の

倍数制限がかかることに留意すること。 

○ タンク本体や給油取扱所の構造・設備については、危政令第 12条第１号の

基準を参考とすること。 

○ タンクの容量は現行の屋内タンク貯蔵所の基準を考慮し、容量の合計を２

万リットル以下かつ指定数量の 40倍以下とすること。ただし、タンクの

容量がやむなく超過する場合は、ＳＳ過疎地対策計画で合意形成された最

低限の量まで認めることとする。 
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○ タンクは危政令第 12条第１項第１号に定めるタンク専用室に設置するこ

と。 

○ ポンプ設備を設ける場合はタンク専用室または危政令第 11条第１項第 10

号の２のポンプ室に設けること。 

○ タンク専用室は屋根を不燃材料で造るとともに、金属板その他軽量な不燃

材料でふくことで、内部のガス又は蒸気を上部に放出する構造とするこ

と。 

○ タンク専用室及びポンプ室には、火災危険の観点から原則出入り口以外の

開口部を設けないこと。 

○ タンク専用室、ポンプ室及び配管には、必要に応じて自動車等の衝突防止

措置を講じること。自動車等の衝突防止措置については「駐車場における

自動車転落防止対策について（技術的助言）」（平成 15年２月 25日付け国

住指発 8290 号）における「立体駐車場における自動車転落事故を防止す

るための装置等に関する設計指針」等を参考とすること。 

○ タンク専用室には、室外への危険物流出を防ぐため、貯蔵された危険物の

全量を収容できる高さのしきい又はこれに代わるせきを設けること。 

○ 地上に設置するタンクには危政令第 20条における屋内タンク貯蔵所の消火

設備と同等のものを設けること。 

 

ウ 対応の考え方等 

個別の地域におけるタンク地上化のニーズについては、上記の対策を基に、政令第

23 条の特例適用により対応することが可能である（cf.売木村の先行事例）。なお、

簡易タンクについては、地域の実情に応じて油種を柔軟に取り扱うこととして差し

支えないと考えられるが、現行の容量を超えるものは上記の地上タンクによること

が適当である。 

本検討では、給油取扱所の地上にタンクを設置するにあたり、位置・構造・設備の

技術上の基準等のハード面について検討を行ってきたが、過疎地におけるタンク地

上化のニーズの広がり、ソフト面（危険物保安監督者として適格な人材の確保、貯蔵・

取扱いの安全対策、危険物を輸送するための流通経路、予防規定への記載事項など）

を含めた対応の必要性等を引き続き注視し、必要に応じ法令等の手当てを検討して

いく必要がある。 

なお、簡易タンクについては、地域の実情において油種を柔軟に取り扱うこととし

て差し支えないと考えられるが、現行の容量を超えるものは上記の地上タンクによ

ることが適当。 

 

エ 参考資料 

○ 資料 2-1-1 地上タンク等を設置する給油取扱所に係る検討 

○ 参考資料 3-2-1 地上タンク等を設置する給油取扱所に係る検討（１） 
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○ 参考資料 3-2-2 地上タンク等を設置する給油取扱所に係る検討（２） 

 

（２）移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備を接続した給油取扱所に係る検討 

 

ア 背景等 

現行の給油取扱所の専用タンクに関する検討課題については前（１）において記

載したとおりであるが、ＳＳ過疎地問題への対策として、平成 30年度には、経済

産業省資源エネルギー庁事業として、が静岡県浜松市において移動タンク貯蔵所と

可搬式給油設備を接続した給油取扱所の活用に関する実証事業が行われている。 

また、平成 30年 12月 18日付け消防危第 226号「危険物規制事務に関する執務

資料の送付について」（以下、「第 226号執務資料」という。）では、災害時におけ

る仮取扱いの形態として、第三者機関による性能評価を受けた可搬式の給油設備を

移動タンク貯蔵所と接続し、自動車への給油又は容器への注油を行うことについ

て、仮取扱いを認める例が示されている。 

これらの先行事例を参考としつつ、移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備を接続し

て給油等を行う方法について、危険物保安上の観点からリスク分析・評価を実施

し、立地環境や事故対策について検討した。 

 

イ 安全対策の技術的検討 

移動タンク貯蔵所を燃料タンクとして用いるものであることから、地上タンクの

設置に係る検討と同様に、給油等の危険物の取扱いに伴って火災が発生し、移動タ

ンク貯蔵所に延焼する危険性や、車両の衝突等に伴って移動タンクや可搬式給油設

備が破損し、危険物が流出する危険性、自然災害による火災や流出事故が発生する

危険性等が想定されるため、事故発生危険性が増大することがないよう、SS跡地の

有効活用等についても考慮が求められる。現行の消防関係法令を参考にしつつ、利

用者等の安全に配意し、移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備等を接続する給油取扱

所の安全対策について検討を行った（参考資料 3-3）。 

主な検討結果は以下のとおりである。 

 

（ア）設置場所 

地上にタンクを設置する場所は、資源エネルギー庁が進める｢ＳＳ過疎地対策

計画｣により住民合意があり、かつ、燃料需要が広範囲・低密度の過疎地域に限

定する必要がある。 

○ 防火地域・準防火地域 

危政令第１７条第１項第７号の簡易タンクを設置する場合と同様に、地上に

タンクを設置する場合についても防火地域及び準防火地域以外の地域の設置に

限定する必要がある。 

○ 自然災害を考慮した設置場所の選定 
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専用タンクを埋設から地上設置にすることで、豪雨や土砂災害が発生した際

に、タンクが被害を受け、相対的に危険物の流出や火災につながる危険性が高

くなるため、ハザードマップや条例で定める警戒区域等を考慮し、災害が発生

した際に住民の生命、身体及び財産に危害が及ぶおそれのある地域への設置を

避けることが必要である。 

 

（イ）建築基準法上の倍数制限 

建築基準法では、用途地域等が定められている場合、その用途地域に応じて建

築できる建築物が制限されている。給油取扱所は「危険物の貯蔵又は処理に供す

るもので政令で定めるもの」として、用途地域や危険物の数量に応じて、建築が

制限されている。埋設で専用タンクを設ける現行基準による給油取扱所は、地下

貯蔵槽により貯蔵される第１石油類及び第２石油類として危険物の数量から除か

れており、給油取扱所が建築できる用途地域においては、数量が制限されていな

かった。しかし、屋外に専用タンクを設置する給油取扱所の場合は、第二種中高

層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域においては指

定数量の倍数の５倍まで、近隣商業地域及び商業地域においては指定数量の倍数

の１０倍まで、準工業地域においては指定数量の倍数の５０倍までと、取り扱い

又は貯蔵する危険物の指定数量の倍数が制限されるので、注意が必要である。 

 

（ウ）保安距離及び保有空地 

     危政令第１７条には、給油取扱所に保安距離及び保有空地を設ける基準は定め

られていないが、移動タンク貯蔵所を可搬式給油設備等に接続し給油取扱所を営業

するため、移動貯蔵タンクは一時的に給油取扱所の専用タンクとしてみなされる。

そのため、可搬式給油設備等に接続された移動タンク貯蔵所は、屋外タンク貯蔵所

と同等の危険性を有すると考えられ、危政令第 11 条第１項第１号に定める保安距

離及び第２号に定める保有空地を設けるか、その代替となる措置を講ずる必要があ

る。 

     また、移動タンク貯蔵所の駐車位置が駐車の度に変わると、これらの対策が適切

に確保されないおそれがあることから、地盤面に移動タンク貯蔵所の駐車位置を明

示し、その位置に移動タンク貯蔵所を駐車する事も必要と考えられる。 

 

（エ）可搬式給油設備 

移動貯蔵タンクと可搬式給油設備を接続するときは、第 226 号執務資料を参考

に、給油取扱所の固定給油設備と同等の性能を有するものを用いる必要がある。 

 

（オ）給油空地 

第２２６号執務資料で示す仮取扱いの場合は給油空地を求められていないが、

許可施設として常設する場合は、危政令第１７条第１項２号を準用し、間口１０メ
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ートル以上、奥行き６メートル以上の給油空地を設ける必要がある。 

 

（カ）地盤面の補修・流出防止措置 

第２２６号執務資料で示す仮取扱いの場合は、給油場所はコンクリート又はア

スファルトで舗装された平坦な地盤面に設けるものとし、給油設備及び移動タン

ク貯蔵所の設置場所を包含するように漏えい防止シートを敷くとともに、簡易の

防油堤を周囲に設置することとしている。しかし、許可施設として常設する場合は、

危政令第１７条第１項第４号を準用し、地盤面は漏れた危険物が浸透しない危規

則第 24 条の 17に定める舗装をするとともに、同項第５号を準用し、漏れた危険物

及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他の液体が当該給油空地以外

の部分に流出しないように危規則第 24 条の 17 で定める措置を講ずることが必要

である。 

 

（キ）防火塀 

     第２２６号執務資料で示す仮取扱いの場合は、災害時に周辺の給油取扱所にお

いて燃料供給が困難となった場合を想定しているため、十分な広さを有する空地で

行うこととされているが、許可施設として常設する場合は、危政令第１７条第１項

第１９号を準用し、給油取扱所の周囲には、自動車等の出入りする側を除き、火災

による被害の拡大を防止するための高さ２メートル以上の塀又は壁を設けること

が必要である。 

 

（ク）自動車等の衝突防止措置 

専用タンクが地盤面上にあるため、配管や給油設備等が破損したときに、落差に

より専用タンク内の危険物が大量に流出するおそれがある。そのため、配管は原則

埋設し、給油設備、露出配管等には必要に応じて「駐車場における自動車転落防止

対策について（技術的助言）」（平成 15 年２月 25 日付け国住指発 8290 号）（別添

４）における「立体駐車場における自動車転落事故を防止するための装置等に関す

る設計指針」等を参考に自動車等の衝突防止措置を講ずる必要がある。 

 

（ケ）給油設備の電源 

第２２６号執務資料で示す仮取扱いの場合は、給油設備の電源は発電機又は常

用電源を用いることとされているが、許可施設として常設する場合は、可搬式給油

設備等の専用電源を設けることが必要である。 

 

（コ）接地電極 

第２２６号執務資料で示す仮取扱いの場合は、仮設の接地電極により、接地が行

われていたが、許可施設として常設する場合は、適切な接地抵抗値を保った接地電

極を給油空地外で火災予防上支障がなく、かつ、使用に支障がない位置に設ける必
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要がある。 

 

（サ）コンタミ防止措置 

     第 226 号執務資料で示す仮取扱いの場合は、移動タンク貯蔵所１台につき、貯蔵

する危険物はガソリン、灯油又は軽油のいずれか一油種とすることとなっている。

コンタミ防止の観点から、許可施設として営業する場合も移動タンク貯蔵所１台に

つき一油種とする必要がある。また、移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備等を接続

する際は、移動タンク貯蔵所側及び給油取扱所側の双方の危険物取扱者が立ち会い

確認することが必要である。 

 

（シ）予防規程 

第 226号執務資料で示す仮取扱いの場合は、危険物の取扱い、安全対策等につい

て、危険物の仮取扱いの実施計画書の作成の指導をすることとされている。 

また、危政令第 37 条により、給油取扱所については、鉱山保安法による保安規

程を定めているもの、火薬類取締法による危害予防規程を定めているもの及び自

家用の屋外給油取扱所を除き予防規程を定めなければならないとされている。 

以上より、移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備等を接続した給油取扱所は、予防

規程を定め、危険物の取扱い及び安全対策等について、具体的に記載する必要があ

る。 

 

（ス）上記を踏まえた全体の整理 

移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備等を接続した給油取扱所を設置する場合の

要件を以下のとおり整理した。なお、以下に定める項目以外の基準については、

原則として危政令第１７条の基準を準用すること。 

○ 過疎地であり、資源エネルギー庁が進める｢ＳＳ過疎地対策計画｣により住

民合意があること。 

○ 燃料需要が広範囲・低密度の地域に限定した設置とすること。 

○ 防火地域及び準防火地域以外の地域であること。 

○ 設置場所については、ハザードマップや条例で定める警戒区域等を考慮

し、災害が発生した際に住民の生命、身体及び財産に危害が及ぶおそれの

ある地域への設置を避けること。 

○ 地上にタンクを設置することで、建築基準法上の用途地域ごとの危険物の

倍数制限がかかることに留意すること。 

○ 可搬式給油設備等と接続した移動貯蔵タンクの位置は、危政令第９条第１

項第１号に掲げる製造所の位置の例によるものであること。 

○ 可搬式給油設備等と接続した移動貯蔵タンクの周囲に、３メートル以上の

幅の空地を保有し、空地の周囲には、柵、ロープ等を立てて空地の状態を

確保すること。 



41 
 

○ 可搬式給油設備については第 226号執務資料を参考とすること。 

○ 可搬式給油設備等の周囲に、自動車等に直接給油し、及び給油を受ける自

動車等が出入りするための、間口 10メートル以上、奥行き６メートル以

上の空地で危規則第 24条の 14で定めるもの（以下「給油空地」とい

う。）を保有すること。 

○ 給油空地は、漏れた危険物が浸透しないための危規則第 24条の 16で定め

る舗装をすること。 

○ 給油空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危

険物その他の液体が当該給油空地以外の部分に流出しないように危規則第

24条の 17で定める措置を講ずること。 

○ 給油設備及びその架台は、地震動、風圧等に対して十分な安全性を有する

ものとし、架台には自動車等の衝突防止措置を講じること。 

○ 可搬式給油設備及び移動貯蔵タンク等には、自動車等の衝突を防止するた

めの措置を講ずること。ただし、自動車等が衝突するおそれのない場所に

当該可搬式給油設備及び移動貯蔵タンク等が設置される場合にあっては、

この限りでない。 

○ 自動車等の衝突防止措置については「駐車場における自動車転落防止対策

について（技術的助言）」（平成 15年２月 25日付け国住指発 8290 号）に

おける「立体駐車場における自動車転落事故を防止するための装置等に関

する設計指針」等を参考とすること。 

○ 給油取扱所の周囲には、危政令第 17条第１項第 19号で定める又は壁を設

けること。 

○ 可搬式給油設備の電源は、給油空地外の常用電源を用いること。 

○ 給油空地外に静電気を有効に除去するための接地電極を設けること。 

○ 第五種消火設備（10型粉末消火器）を３本以上設置すること。 

○ 予防規程に、災害その他の非常の場合に取るべき措置に関する事項につい

て定めること。 

移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備等を接続した給油取扱所を許可施設として

常設する上での安全対策について検討したが、震災時等の仮取扱いの場合とは異

なり、許可施設として日常的に営業することを考慮すると、ハード面の整備は必要

不可欠であり、ハード面の安全対策を満たすためには給油取扱所の跡地を利用す

ることが望ましいと考えられる。 

 

ウ 対応の考え方等 

個別の地域におけるタンク地上化のニーズについては、上記の対策を基に、政令第

23条の特例適用により対応することが可能である（cf.浜松市の先行事例）。 

今後も過疎地におけるタンク地上化のニーズの広がり、ソフト面（危険物保安監督

者として適格な人材の確保、貯蔵・取扱いの安全対策、危険物を輸送するための流通
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経路、予防規定への記載事項など）を含めた対応の必要性等を引き続き注視し、必要

に応じ法令等の手当てを検討していく必要があり、運用手順については、実施しよう

とする地域で個別に事前検証が必要である。 

また、本検討によって、常設の専用タンクを有さない給油取扱所を特例で設置する

場合の安全対策を整理したが、令和元年度抽出検討課題の「⑩ローリーから簡易計量

機への注入技術」についても当該措置により対応することが適当であると考えられ

る。 

 

エ 参考資料 

○ 参考資料 3-3 移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備を接続した給油取扱所に係る

検討 

 

（３）危険物と日用品の巡回配送の検討 

 

ア 背景等 

農機具用燃料や暖房用燃料等、自動車燃料以外の用途の燃料需要が多い地域にお

いては、現行法令の枠組みの中で先行的な取組みとして、公営ＳＳを運営する地域

運営組織やＮＰＯ法人等が地元企業や移動スーパー事業と連携し、日用品等の配送

事業とともに燃料を供給しているケースが見られる。 

移動タンク貯蔵所や各市町村の火災予防条例に基づく指定数量未満の危険物を貯

蔵し、又は取り扱うタンクのうち車両に固定されたタンク（以下「移動タンク」と

いう。）において危険物を貯蔵（移送）し、又は取り扱う場合、不必要な物件を置

かないこととされており、当該危険物施設における物件の必要性の有無について

は、当該施設の性格から合目的に判断すべきと解されている。この考え方に照らせ

ば、危険物と日用品の巡回配送は、物流を担うタンクローリーの目的に合致してい

るものと考えられる。 

また、携行缶やドラム缶等の容器に入れて危険物を運搬する場合は、消防法令上

の運搬の技術基準が適用され、第一類及び第六類の危険物並びに高圧ガス等の一部

の物品を除き、ガソリン等の燃料を他の可燃物と混載して運搬すること自体は禁止

されていない。 

過疎地域等において、燃料供給を担う人材が不足している場合には、地域運営組

織や NPO 法人等の事業主体が、日用品とともに燃料を巡回配送することで、配送効

率を高め、自動車等の移動手段を持たない高齢者等に対して、日用品のみならず生

活に必要な燃料も効率よく供給できる。このような観点から、危険物と日用品との

巡回配送は、過疎地域等における燃料供給維持方策として効果的と考えられる。 

このため、危険物と日用品との巡回配送に関する様々な課題（移動タンク貯蔵所

及び移動タンク（以下「移動タンク等」という。）、容器入り危険物及び日用品を同
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時に積載する場合における危険物保安上の課題及び積載方法等）に対して必要な安

全対策の検討を行った。 

 

イ 安全対策の技術的検討 

「危険物と日用品の巡回配送」については、①移動タンク等による貯蔵（移

送）・取扱い、②容器入り危険物の運搬、③日用品の積載、と３つの要素があり、

１台の車両に複数の要素が重なる場合の基準の適用関係等について整理する必要が

ある（資料 2-2）。 

 

（ア）移動タンク等（移送）と容器入り危険物（運搬）に係る整理 

○ 移送において留意すべき事項 

ここでは、巡回配送に係る移動タンク等については、過疎地域等における活

用を考慮し、車両に固定されたタンクの容量が 4000リットル以下のいわゆる

ミニローリーを主な対象とし検討を行った。 

法令上、移動タンク等における貯蔵（移送）・取扱いに関しては、「みだりに

空箱その他の不必要な物件を置かないこと。」（危険物の規制に関する政令（以

下「政令」という。）第 24条第４号、火災予防条例（例）（以下「条例」とい

う。）第 30条第２号）と定められており、更に移動タンク貯蔵所においては

「危険物以外の物品を貯蔵しないこと。」（政令第 26条第 1項第１号）と定め

られている。 

○ 運搬において留意すべき事項 

法令上、ガソリン等の燃料は第四類の危険物に該当し、容器入りで運搬する

場合には、第一類・第六類の危険物及び高圧ガス（内容積 120リットル未満の

不活性ガス等を除く。）との混載の禁止並びに消火器の設置（指定数量以上の

危険物を車両で運搬する場合）について定められている。 

また、危険物保安上、移動タンクにおいてガソリン等引火点の低い容器入り

危険物を同時に貯蔵・取り扱う場合については、引火防止対策（電気設備の防

爆、静電気対策、火気対策）についても留意が必要と考えられる。 

〇 移送と運搬に係る課題 

消防法の体系上、危険物規制は「貯蔵（移送）・取扱い」と「運搬」に大別

されており、車両に固定されたタンクにおいて危険物を運ぶ形態は「運搬」で

はなく、「貯蔵（移送）」と位置付けられている（消防法第 10条第１項括弧

書）。 

移送に関して混載の禁止等の制限は特段定められていないが、移送と運搬が

同時に行われる場合の適用関係について、必ずしも明確ではないことから、危

険物保安上この部分について補足・整理する必要がある。 

これに当たり、過疎地域等での実情（危険物取扱者等の人材の確保、燃料需

要、道路交通状況、コスト等）を考慮すると、危険物の貯蔵・取扱いが指定数
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量未満となる少危ローリーに限るとすることの方が、実情に則し、より合理的

であると考えられる。 

なお、移動タンク等の立ち入り検査の実態からは、他法令の所管事項ではあ

るものの、過積載が問題となっている。こうした法令違反を助長することがな

いよう留意が必要である。積載重量を考慮すると、タンクの容量は限られるこ

とが予想され、このことからも、当該タンクの容量は指定数量未満に限られて

くるものと推察する。 

 

（イ）日用品と容器入り危険物（運搬）に係る整理 

法令上、内容積 120リットル以上の高圧ガス以外の物品との混載の制限はない

ため、奈良県川上村での先行事例のように、容器入り危険物の運搬と日用品を同

時に積載して配送することについては、危険物保安上の問題は特段ないものと考

える。 

 

（ウ）日用品と移動タンク（移送）に係る整理 

法令上、移動タンク等における貯蔵（移送）・取扱いに関しては、「みだりに空

箱その他の不必要な物件を置かないこと。」（危険物の規制に関する政令（以下

「政令」という。）第 24条第４号、火災予防条例（例）（以下「条例」という。）

第 30条第２号）と定められている。 

移動タンク貯蔵所においては「危険物以外の物品を貯蔵しないこと。」（政令第

26条第 1項第１号）とも定められており、また、政令第 26条第１項第１号ただ

し書及び危険物の規制に関する規則第 38条の４第２項により、危険物と同時に

積載できる物品は限られているものの、構造及び設備に影響を与えないよう貯蔵

する場合には、危険物以外の物品の貯蔵の禁止の例外が認められている。 

これらのことから、移動タンク等において危険物と日用品を同時に積載する場

合には、運用の補足及び日用品の積載に関して区画方法等の整理が必要である。 

 

（エ）上記を踏まえた全体の整理 

＜移送と運搬に係る安全性の確保＞ 

○ 混載禁止物品：第一類・第六類の危険物及び内容積 120リットル以上の高圧

ガス類 

○ 容量制限：指定数量未満 

○ 危険物の種類の指定：灯油又は軽油 

○ 積載方法：容器の積み重ね高さ、固定、構造、材質、区画等 

○ 引火防止対策：電気設備の防爆、静電気対策、火気対策 

○ 車両の形式：積載式ローリーをベースに作成 
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＜日用品の積載に係る安全性の確保＞ 

○ 積載方法：積み重ね高さ、固定、構造、材質、区画等 

○ 混載禁止物品：内容積 120リットル以上の高圧ガス類 

＜その他＞ 

 ○ 過積載など他法令の違反を助長することがないよう、他法令との調整に留意 

○ スマートメーターやネット販売などの新技術やＩｏＴ等を活用・連携し、配

送効率の最適化など効率的なシステムの構築に期待 

 

ウ 対応の考え方等 

移送及び運搬について、引火防止対策（電気設備の防爆、静電気対策、火気対策

等）や積載方法（容器の積み重ね高さ、固定、構造、材質、区画等）等の安全対策

が必要なことから、今後、より具体的な要望、必要性及び実態等の詳細の把握を踏

まえ、試験車両を作成し、混載・積載方法等個別の事前検証し、結果は通知や消防

庁ホームページ等により安全対策の広報周知や事例紹介を行う必要がある。 

 

エ 参考資料 

〇 資料 2-2 危険物と日用品の巡回配送の検討 

 

（４）給油者を限定した給油取扱所における危険物の取扱いや危険物取扱者のあり方の検

討 

 

ア 背景等 

給油取扱所等の危険物施設においては、危険物の取扱いを危険物取扱者が行い、

又は危険物取扱者以外の者が行う場合は危険物取扱者が立ち会うこととされてい

る。これは、危険物の取扱いについて知識・技能を有する危険物取扱者が当該取扱

いに関与することにより、危険物施設の保安を確保することを目的としている。 

過疎地域において、燃料供給体制の維持又は再構築に当たり、例えば、地域住民

自らが出資者となり、給油取扱所の運営に参画し、当該給油取扱所の利用者が地域

住民に限られるケース等も想定される。このような場合、運営に参画する地域住民

は、給油取扱所の顧客としての関わり方だけではなく、運営者としての地位も有す

ることから、当該給油取扱所に勤務する危険物取扱者として、又はその立ち会いの

下に地域住民自らが給油等を行うことが考えられる。（地域住民が所有者、管理者

又は占有者である自家用給油取扱所のような利用形態が想定される。） 

このような形態の給油取扱所の構造・設備のあり方や運営方策について検討する

とともに、運営に参加する地域住民への危険物の取扱いに係る知識・技能の向上を

図るための教育・訓練（プロ市民の育成方策）等、地域における燃料供給の担い手

の確保方策等について、危険物保安上の観点から検討した。 
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イ 安全対策の技術的検討 

一般的に給油取扱所（セルフ給油取扱所を除く。）において給油等の危険物の取扱

いができる者の要件としては、①危険物取扱者（甲種・乙種第四類・丙種）である

こと又は給油取扱所に勤務している甲種若しくは乙種第四類危険物取扱者が立ち会

うこと②給油取扱所に勤務していること（顧客でないこと）の２つの要件を同時に

満たしていることが必要とされている。 

これは、危険物の取扱いを危険物取扱者の関与に係らせることにより製造所等の

保安の確保をねらいとし、また、製造所等の所有者の支配に属さない者が取扱作業

に立ち会っても保安上の責任を果たすだけの権原がないためと解されている。（「逐

条解説消防法」より） 

過疎地域においては、人口の減少から資格を有する人材確保のハードルが都市部

よりも比較的高いことから、危険物取扱者（甲種・乙種第四類・丙種）の資格取得

を促進する方策について検討する必要がある。また、給油取扱所に勤務しているこ

と（顧客でないこと）について、その要件をどう満たすか、つまり給油取扱所に勤

務しているとみなすこと（みなし従業員）の定義についても検討する必要がある。 

 

（ア）危険物取扱者（甲種・乙種第四類・丙種）の資格取得に係る整理 

資格取得に係る課題としては、次のものが考えられる。 

・ 試験会場へのアクセス等地理的な課題 

・ 都市部に比べて試験を受験できる回数が少ないこと 

・ 丙種であっても合格率の５年平均は 50.0％であること 

上記のことから、過疎地域における資格取得を促進する方策が必要である。この

中で、出張試験や消防団員における一部試験科目の免除など、既に実施されている

ものもいくつかあるが、さらなる促進策として、試験科目免除に係る要件の緩和又

は対象の拡大や給油取扱所限定とする新たな資格の創設などが考えられる。 

 

（イ）給油取扱所に勤務しているとみなすこと（みなし従業員）に係る整理 

勤務しているとみなすこと（みなし従業員）の最低限の要件として、次の事項

について明確にするとともに、予防規程に明記する必要がある。 

① 所有者・管理者・占有者等給油取扱所に関係する地位を有していること又

はその支配に属していること 

② 給油取扱所の設備・機器について、安全な操業・管理上、給油取扱所に勤

務する従業員に準ずる知識・及び技術を有していること 

①については、一般顧客との明確な区別（ソフト面（定義・対象範囲・運用形

態等）・ハード面（専用レーン・施錠管理等））が必要であり、また、荷下ろし・

危険物取扱いの立会い等のより専門的で危険性の高い業務の実施や火災・漏えい

等の事故及び危険物保安監督者としての責任などの是非については、より慎重な

検討を要するものである。 
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同様に、②については、給油取扱所の従業員に準ずる知識及び技術の教育・訓

練等に関する内容及びカリキュラムの具体等を（２）アと併せて別途検討する必

要がある。 

 

（ウ）その他留意すべき事項 

    ○ 危険物取扱者保安講習の受講義務の対象に含まれること 

○ セルフスタンドにおけるガソリンの容器詰替えに係る資格要件、一般顧客と

の区別、販売記録等の方法等の明確化 

    ○ 過疎地域に限るなど、地域特性の要件について検討が必要 

    ○ 顔認証等の認証に関する新技術との連携に期待 

    ○ 共同組合等による自家用給油取扱所の運用形態との比較・参考 

 

ウ 対応の考え方等 

実施しようとする地域で、個別に事前検証が必要であり、事前検証にあたって

は、関係機関が連携して支援する必要がある。 

過疎地域における人材確保に資する資格取得の促進方策や危険物取扱者保安講習

に係る課題に関しては、関係機関との調整を図るべきであり、これら関係機関も含

め危険物取扱者に関する試験及び保安講習といった資格制度のあり方の検討と併せ

て、より慎重な検討が必要である。 

また、みなし従業員に係る課題に関しては、その要件についての議論だけでな

く、教育プログラムや危険物保安監督者の資格要件及び責任などそのあり方につい

ての議論も含めての検討が必要である。その他、自家用給油取扱所としての運用も

検討するなど複合的な対策が必要である。 

 今後、エネルギー政策等給油取扱所を取り巻く環境及び社会情勢並びに過疎地域

における給油取扱所の営業形態等詳細な実態の把握を踏まえ、実証実験により事前

検証が必要であり、その結果は通知や消防庁ホームページ等により安全対策の広報

周知や事例紹介を行う必要がある。 

 

エ 参考資料 

〇 資料 2-3 給油者を限定した給油取扱所における危険物の取扱いや危険物取扱

者のあり方の検討 
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第４章 まとめ 

１ 総論 

本報告書においては、危険物保安の技術的観点から提言をとりまとめた。 

今後、円滑に各方策が導入できるよう、必要に応じて法令改正やガイドライン発出等を

行うことが適当である。 

 

２ 各論 

 

（１）現存する給油取扱所の事業継続に係る各方策 

 

ア 営業時間外におけるスペース活用の検討 

給油取扱所の営業時間外においても、物品販売等の業務を行うために施設の利用

ができるよう必要な安全対策などについて運用要領等を整備し社会実装化すること

が適当。 

 

イ セルフ給油取扱所における AI等による給油許可監視支援 

 来年度以降、「プラント保安分野 AI 信頼性評価ガイドライン」を活用したシステ

ム評価方法等を検討し、実証実験方法、従業員の教育訓練に関する事項、危険物保安

上の責任の明確化（漏えい・火災等の災害時）、規則改正・予防規程の記載等に関す

る事項についても検討が必要。給油許可支援の考え方、役割分担の見える化を掘り下

げる予定。 

 

ウ 屋外給油取扱所のキャノピー制限の緩和 

技術基準の整備（省令改正）及び運用の整理が必要。 

 

（２）過疎地域の燃料供給インフラの維持に係る各方策 

 

ア 地上タンク等を設置する給油取扱所に係る検討 

過疎地におけるタンク地上化のニーズの広がり、ソフト面（危険物保安監督者とし

て適格な人材の確保、貯蔵・取扱いの安全対策、危険物を輸送するための流通経路、

予防規程への記載事項など）を含めた対応の必要性等を引き続き注視し、必要に応じ

法令等の手当ての検討が必要。 

 

イ 移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備を接続した給油取扱所に係る検討 

過疎地におけるタンク地上化のニーズの広がり、ソフト面（危険物保安監督者とし

て適格な人材の確保、貯蔵・取扱いの安全対策、危険物を輸送するための流通経路、

予防規定への記載事項など）を含めた対応の必要性等を引き続き注視し、必要に応じ

法令等の手当ての検討が必要。運用手順については、実施しようとする地域で個別に
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事前検証が必要。 

 

ウ 危険物と日用品の巡回配送の検討 

より具体的な要望及び必要性を踏まえ、実態等詳細の把握、実証実験等の検証が必

要。 

 

エ 給油者を限定した給油取扱所における危険物の取扱いや危険物取扱者のあり方の

検討 

エネルギー政策など給油取扱所を取り巻く環境及び社会情勢並びに過疎地におけ

る給油取扱所の営業形態等の実態を踏まえ、実証実験等の検証が必要。また、資格取

得の促進方策については関係機関との調整が必要。 

 

（３）さらなる課題 

本検討会の発足当初から様々なニーズ・要望等を受け、これらをベースに課題を抽出

し、これまで検討を進めてきた。現在、給油取扱所を取り巻く経営・投資環境は、新型

コロナウイルス感染症の影響下においてより一層厳しいものとなっており、本報告書

を踏まえた諸方策の円滑な実施が大きく期待されるところである。 

さらに、カーボンニュートラルに向けたエネルギー政策の新たな動きが見られるな

ど、給油取扱所を取り巻く環境及び社会情勢は著しく変化しており、これまで本検討会

において議論の土台としていた前提が大きく変化してきている。こうした中、給油取扱

所の事業者全体において、今後のあり方を日々模索している状況にあり、危険物保安の

観点からも、エネルギー政策や過疎地対策等を踏まえつつ、中長期的な観点から、適時

必要な検討を行っていくことが重要である。 

 

 


